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1.	 現行の研究インテグリティ確保の考え方
1.1	 現行の研究インテグリティ確保のための対応

策とその難点
　近年，外国からの不当な影響による利益・責

務相反や技術流出等への懸
念から，研究の健全性・公
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　近年，外国からの不当な影響による利益・責務相反や技術流出等への懸念から，
研究者の外国との関わりを把握し，リスク管理をしようとする動きが世界的に進行
している。しかしこの方法は，研究者による正しい情報の申告を前提とする上，問
題把握が技術流出そのものを対象とせず，間接的であることから，十分に有効では
ないと考えられる。
　本稿では，深刻なサイバー攻撃を経て，大学によるストレージ提供と研究データ
管理計画（DMP）の導入により対策をとった豪州大学の事例を参考に，国内で全
国大学対象に提供される研究データ基盤（NII RDC，2021年提供開始）を利用し
た，大学の研究データガバナンス構築の方法を提案する。具体的には，DMPでは
なく，研究データ管理記録（DMR）を利用することで，機関による研究者の研究
活動を把握可能とし，機関の説明責任やコンプライアンスに対応可能とする。NII 
RDCおよび，これに搭載予定の DMRツールは全国展開されるため，国内の大学
は最小限の負担で導入可能，かつ，大学横断的な連携も容易であり，この方式は国
際的に見ても優位性がある。
　提案の方法は，大学の研究データガバナンス構築を主目的とする。しかし，DMR
により技術流出の把握や調査が可能となるため，研究インテグリティ確保にも一定
の有効性はあると考えられる。他方，機関の管理強化による研究者の研究活動の抑
制は避ける必要があり，将来的には DMRが，研究者の未来の研究構想に役立てら
れることが期待される。

正性（「研究インテグリティ」）の自律的な確保
が，研究者や大学・研究機関等に求められるよ
うになっている。従来の研究インテグリティへ
の対応は，研究不正行為や産学連携による利益
相反・責務相反，安全保障貿易管理等を念頭
に，研究活動の透明性や説明責任を確保するこ
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とを基本としていた。しかし，研究の国際化や
オープン化に伴う新たなリスクへの対応は，こ
れら従来からの対応では捕捉されないことか
ら，新たな対応が模索されている。
　2021年の統合イノベーション戦略推進会議に
て取りまとめられた対応方針では，研究者の外
国との関わりを把握し，リスク管理をすること
を求めている。具体的には，①研究者自身によ
る適切な情報開示と，②大学・研究機関等のマ
ネジメントの強化を求める。大学・研究機関等
は，研究の国際化やオープン化に伴うリスクマ
ネジメントのための体制や規定を整備し，研究
者から開示された情報を受けて，リスクの可能
性を評価し，必要に応じて，担当事務部門や研
究者等に対して要請や指示を行うことが求めら
れている［1］。
　このようなリスクマネジメント体制の難点
は，1）研究者が必要な事項を全て正確に報告
するという前提に立っていること，また，2）
リスクの評価にあたり，外国機関との連携によ
るサイエンスメリットと意図せざる技術流出の
リスク等を比較考量して判断をする必要がある
ことにあると考えられる。悪意のある研究者
は，虚偽の報告をする可能性が高く，開示され
た情報から正確なリスク評価をすることは難し
い。また，善意で無邪気な研究者は，外国から
の不当な影響を気づかずに，連携パートナーに
ついて性善説に立った報告をする可能性が高
く，この場合も適切なリスク評価は困難であ
る。しかも，外国の連携パートナーも誠実な研
究者であって，不当な外国の影響が当該外国の
研究者をうまく利用としようとする別の主体に
より仕掛けられる場合，研究者からの情報開示
から，リスクの可能性を見抜くことは難しい。
さらに，研究者からの情報開示により何らかの
リスクの可能性が指摘されても，過剰な判断に
より国際連携によるサイエンスメリットを抑圧
してしまう可能性を比較考慮し，特別な対応を
取らないと判断される可能性が高い。
　このように，研究の国際化やオープン化に伴
うリスクに対する現行の対応策は，多くの事務
負担を研究者および担当の事務部署にかけるも

のの，リスクの回避に繋げることは難しいと推
測される。効果があるとしたら，教職員に対し
て説明や研修を行い，研究者からの情報開示を
求める過程で，意識向上や理解醸成が図られ，
多少の抑制効果が得られる程度ではないか。
　なお，上述の対応策は，日本において国から
示されたものであるが，海外においても同様に，
研究者からの情報開示と，研究者の所属機関や
研究助成機関によるリスク評価をベースとした
対応を行っており，世界的に見ても，これが一
般的に通用している方法のようである［2］。
1.2	 研究資産はどのようにして守られるか？―研究

セキュリティの範囲
　研究の国際化やオープン化に伴うリスクに対
する現行の対応策は，利益相反や責務相反が，
研究者や大学・研究機関等の不適切な行為や，
外部機関による不当な干渉につながる可能性が
あるという認識から，研究者の外国との利益相
反や責務相反を確認する内容となっている
［3］。このため，研究者の行う情報開示におい
ては，a）外国の機関・大学等との共同研究や
交流等（資金，施設・設備・機器等の物品，人
材の受入れを含む）の状況や，b）当該研究者
の研究活動の，特に外国との関わり（職歴・研
究経歴，現在の全ての所属機関・役職（兼業
や，外国の人材登用プログラムへの参加，雇用
契約のない名誉教授等を含む），外部機関から
受けている各種の支援）における透明性が求め
られている［4］。
　研究者の外国との関わりの中に，研究の国際
化やオープン化に伴うリスクが潜んでいる可能
性が高いというのは事実と考えられるが，前節
においても指摘したように，研究者による情報
開示が有効なリスク回避につながるかという
と，難しいと言わざるを得ない。取り締まりを
行うとしても，機密情報が流出したという点に
ついて行うのではなく，適切な情報開示がなさ
れなかったという事実に対して罰則を適用する
程度のことしかできないからである。実際，外
国からの不当な影響を疑われた米・ハーバード
大学チャールズ・リーバー教授は，中国との研
究交流や機密情報流出の事実に関連して起訴さ
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れたのではなく，中国の「千人計画」に関与し
ていないと虚偽の陳述をしたという理由で起訴
された［2］［3］。また，研究者の情報開示から
例えば，当該研究者と所謂「外国ユーザーリス
ト」［5］に掲載された団体とのつながりが明ら
かになったとしても，その団体に所属する全構
成員が安全保障上の問題を有するわけではない
ため，「リスクの可能性あり」とは判断されて
も，その関係性を理由に，研究交流を禁じた
り，当該研究者を懲戒免職にしたりすることな
どはできないし，すべきでもないのである。
　一方，科学技術振興機構研究開発戦略セン
ターが 2020年に取りまとめた報告書では，研
究セキュリティが，ここまで議論した利益相反
に重点を置いた研究インテグリティの強化だけ
でなく，安全保障輸出管理等の規制遵守，知的
財産の管理，サイバーセキュリティ対策，デー
タ保護，外国人訪問者の管理，施設・設備のア
クセス管理等も含み，研究の国際化やオープン
化に伴うリスクへの対応において，後者につい
ての取り組みも充実させていくことの重要性を
指摘している［6］。
　表1（3）に挙げられた，研究セキュリティの
確保のための研究機関等によるリスクマネジメ
ントの項目は，知的財産の管理やサイバーセ

キュリティ対策，データ保護，施設・設備のア
クセス管理など，機関が外国への流出から守る
べき資産の管理や保護からなっている。こうし
た研究資産の管理・保護は，研究者の外国との
関わりの把握を通じた対応策に比べて，より直
接的である。また，当該機関のこれまでの外国
との関係に基づかない，例えばサイバー攻撃な
どの新たな外国からの脅威に対しても，有効で
ある。
　研究資産の管理・保護を推進したとしても，
100％の対応策は存在しないため，利益相反に
重点をおいた研究インテグリティの強化や規制
の強化など，その他の対応方策とセットで研究
セキュリティは確保していかなければならな
い。しかし，研究の国際化やオープン化に伴う
新たなリスクへの対応において，これまであま
り議論されていない研究資産の管理・保護，と
りわけ，デジタルコンテンツの管理・保護の観
点は，検討に値すると考えられる。これらにつ
いて，次節以降では議論していきたい。

2.	 豪州におけるDMPを利用した研究データ
ガバナンス構築の試行

2.1	 重要性を増すサイバーセキュリティとデータ保護
　現代において生み出される知的資産の多くが

表 1　研究セキュリティの範囲

• 研究セキュリティとは
オープンな研究システムの不当な利用により，研究システムの健全性・公正性が
毀損され，技術流出等によるによる国家安全保障への悪影響にもつながるリスク
への対応

• 研究セキュリティへの対応方策
（1）利益相反に重点をおいた研究インテグリティの強化

➢  研究者から所属研究機関への情報開示を徹底することにより透明性を高め，不
正な行為等につながるリスクの低減に資する

➢  所属研究機関において，開示された情報をもとにリスクを評価し，必要に応
じて対処する

（2）規制の強化等
➢  安全保障輸出管理等

（3）研究機関等によるリスクマネジメントの強化
➢  知的財産の管理
➢  サイバーセキュリティ対策
➢  データ保護
➢  外国人訪問者の管理
➢  施設・設備のアクセス管理

（出典）参考文献［7］より抜粋引用
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デジタルコンテンツとして生成・保存されるこ
とを踏まえると，大学・研究機関等がリスクマ
ネジメントの観点からは，自機関の教職員の生
成するデジタルコンテンツ（以降，データ）の
適切な管理および，不用意な外部流出からの保
護が最優先課題ということとなる。
　実際，オーストラリアでは，オーストラリア
国立大学の 2019年のインシデントをはじめと
して，複数の大学が深刻なサイバー攻撃に遭っ
た折［8］，豪州の研究成果や技術が外国に流出
することや，海外政府や機関が豪州の研究の自
由や大学の自治を侵害することが懸念された
［2］［3］。このため，同時期に豪州において作
成された，外国の干渉に対抗するためのガイド
ラインでは，表 2に示すように，対応策の四つ
の柱のうちの一つに「サイバーセキュリティ」
が立てられている［9］。
　なお，オーストラリア国立大学のサイバー攻
撃は，金融や医療業界を含め，豪州が近年受け
たサイバー攻撃のワースト 4位とされるほど大
規模なものであった［10］。また，サイバー攻
撃が中国により仕掛けられたものと疑われたこ
とから［11］，同大学はこのインシデントの後
に学内の情報セキュリティを徹底的に強化して
いる［12］。オーストラリア国立大学が被害を
受けたのは，人事や財務などの基幹システムが
中心であったため，当初，対応が取られたの

は，教職員が一般的に利用する情報システムに
係るものであった。しかしその後，筆者が 2022
年 10月に研究データ管理の状況に関連して訪
問調査した三大学（クイーンズランド大学，シ
ドニー大学，シドニー工科大学）では，研究者
が機関の研究活動において利用する情報基盤を
徹底的に管理していた。研究者は自身の研究費
ではハードディスクやストレージなどの電子的
な記録媒体を購入できないルールとなってお
り，大学の提供するストレージを利用しなけれ
ばいけなくなっていた。訪問した大学は口々
に，甚大なデータ流出をこのような措置の背景
理由として挙げ，また，元・オーストラリア国
立大学の国際部長及び，元・西オーストラリア
大学の国際担当副学長であり，訪問時にシド
ニー工科大学の国際担当副学長であったイア
ン・ワット氏は，データセキュリティが現在，
オーストラリアの大学理事会の最重要経営課題
となっていると指摘していた。
　このように，研究のオープン化と国際化に伴
うリスク管理は，実効的には，研究に係るデー
タ資産をどのように管理し，守るかというとこ
ろに集約されると考えてよい。
2.2	 研究データ資産をどのように管理し，守るか？

―DMPを利用した研究データガバナンスの
構築

　豪州の大学の例では，教職員が機関の研究活

表 2　「豪州大学セクターに対する外国の干渉に対抗するためのガイドライン」の 4つの対応策
―サイバーセキュリティを中心に

1．ガバナンスとリスク枠組み

2．コミュニケーション，教育，情報共有

3．（外国パートナーや対象技術の）デューデリジェンス，リスク評価，管理

4．サイバーセキュリティ

（目的） 大学は情報システムを不正アクセスや改ざん，途絶や破壊から守り，システムの信頼性，完全性，
可用性の保障を追求する。

4.1　 大学は，可能であれば脅威のモデル化などの技法を用いて，サイバー空間のビジネスリスクを把握し，
相応のリスク低減策を講じ，それらをサイバーセキュリティ戦略に活かす。

4.2　 大学は，サイバーセキュリティを組織全体の人の問題として扱い，適切なコントロール枠組みを内包
するサイバーセキュリティ戦略を実施する。

4.3　 大学は，〔高等教育〕セクターや政府横断的におけるサイバーインテリジェンスや教訓の事例を共有す
るコミュニティに参加する。

（出典）参考文献［9］より抜粋引用
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動において利用する情報基盤（ストレージ）を
機関提供のものに強制することを通じて，大学
が研究データ資産を管理しているという体を
とった。これは，緊急事態においてのとりあえ
ずの措置であり，これだけで大学が研究データ
資産を適切に管理できているとは言えない。な
ぜなら，この状態では，教職員のファイル類が
一切合切全て，大学の提供するストレージに放
り込まれただけであり，大学側は何が研究デー
タ資産として保存・管理されているのか，把握
できていないからである。何が保存されている
のかが把握されていなければ，研究データ資産
の一部が外部流出したり，改ざんや毀損された
りしても，大学側としては検知しようがない。
　このため豪州の大学の一部は，大学としての
研究データガバナンスを構築する一環として，
大学の提供するストレージに保存されている研

究データを把握し，ストレージの利用の際に教
職 員 に「 研 究 デ ー タ 管 理 計 画（Data 
Management Plan, DMP）」，あるいは，それに類
する項目の入力（以下，DMPと総称）を求め
ている。DMPには，ストレージに保存する研
究データが，どの研究プロジェクトに基づくも
のか，利用する研究者は誰か，データの機密性
や収集方法，保存期間などを記載することと
なっている［13］。豪州では，研究者・機関が
守るべき「責任ある研究実践」ついて豪州研究
助成機関がガイドラインを取りまとめており，
その付録の「研究におけるデータと情報の管
理」においてに，機関の責任と研究者の責任を
記してある［14］。豪州の大学が教職員に求め
る DMPは，このガイドラインに対応するため
のものであり，項目の内容は概ね一致している
（表 3，4）。

表 3　豪州研究助成機関が「責任ある研究」の一環として大学および研究者に求める「研究
におけるデータと情報の管理」の項目

大学の責務 研究者の責務
1．研究者への研修の提供 1．研究データの保存と出版
2． 研究データと一次試料の帰属，管理，コン
トロール

2． 機密データやその他の取扱いに注意を要す
るデータの管理

3．ストレージ，保存と破棄 3．他者のデータを利用する場合の引用
4．安全性，セキュリティ，機密性 4．関係の研修の受講
5．関係者によるアクセス
6．施設・設備

（出典）参考文献［14］より抜粋引用

表 4　シドニー工科大学の研究データ管理計画（DMP）の入力項目

▪研究プロジェクト ▪データ保存と破棄
▪研究メンバー 　  ➢  最低保持期間
▪研究倫理と情報セキュリティ 　  ➢  データ管理者
　 ➢  情報セキュリティ基準 　  ➢  データ保持期間内にデータを破棄する可能性
　 ➢  ヒト等を有する研究 ▪アクセスと権限
　 ➢  研究倫理審査の必要性 　  ➢  生成データの著作権と知的財産権保有者
▪データ収集と保存 　  ➢  プロジェクト終了後のアクセス権限
　 ➢  データ収集方法 　  ➢  二次データ，第三者データの利用
　 ➢  ファイルタイプ，フォーマット 　  ➢  研究倫理審査，ライセンス等の添付
　 ➢  保存場所 • 研究ワークスペース

　  ➢  （各種研究解析ツール）

（出典）参考文献［9］より抜粋引用
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　なお，ここで言う「研究データ」は，研究者
が研究利用する数値データのみだけでなく，数
値以外の文字情報や，これらを説明するメタ
データや説明資料，研究活動に付帯するさまざ
まなプログラムコードや研究助成申請書，研究
会ノートや論文などの様々な文書ファイルも含
む。オープンサイエンス推進の文脈から世界的
に「研究データ」の管理や共有・公開に注目が
集まった結果として，「研究データ」という用
語遣いがなされるようになったが，狭い意味の
数値データのみを対象としてしまうと研究デー
タの管理や共有・公開もままならなくなってし
まうことから，「研究データ」を広い意味で用
いることが一般化している。ただし，「研究
データ」の範囲をどこまで広く取るかについて
は，この用語が用いられる文脈や，この用語を
定義する機関などに依存する。
　豪州の大学が取り組んでいるように，DMPへ
の入力がなされていれば，大学として一定程度
の研究データ管理ができているとみなせる。し
かしながら，この DMPツールを所管する豪州
大学の研究推進部の職員によると，教職員に
DMPを研究プロジェクトごとに作成させるの
は難しいという実態があるようである。DMP作
成の手間が煩雑な上，教職員は複数の研究プロ
ジェクトに同時に関わっていたり，国際共同研
究に参加していたりしているため，自身の研究
プロジェクトを DMPに紐付けることが難しい
ケースが多いということなどが背景にあるよう
である。このため，豪州の大学の多くは，現状
では，DMPの作成を大学院生のみに義務化し，
教職員に対しては研究プロジェクトと研究メン
バーのみといった最低限の項目の入力でスト
レージの利用を許諾している場合が多い。大学
院生については，学位取得に向けた研究を開始
するためには，DMPを作成し，指導教員の許
可を得ることとなっている。
　なお，DMPは基本的に，研究過程とともに
更新していくものと想定（DMP as a living 
document）されているが，DMPの研究活動中
の逐次更新を求めるのは大学院生であっても難
しいようである。

　このように，機関提供のストレージの利用の
強制と，ストレージに管理・保存される研究
データの DMPを利用した機関の研究データ管
理の試みは，豪州の大学の研究データガバナン
ス構築の考え方の基礎となっているが，現状で
は未だ課題が大きいことがわかる。

3.	 研究データ管理記録（DMR）に基づく研
究データガバナンス構築の提案

3.1	 機関のコンプライアンスに資する研究データ
ガバナンスの構築―DMRの利用

　本稿において「研究データ管理計画（DMP）」
は，大学の研究データガバナンス構築のために
導入されたものとして登場したが，DMPは世
界的には一般に，研究助成機関により求められ
ている［15］［16］。競争的資金への応募書類，
あるいは，研究課題採択時に提出する研究計画
書の一部として研究者に提出が求められてお
り，いわゆる研究データライフサイクルに基づ
き，どのような研究データを取得予定である
か，どのような加工や解析を行ない，どこにど
のようなフォーマットで保存予定なのか。この
データを利用したい人は，このような手続きで
この研究データを利用できるのかなど，オープ
ンサイエンス推進の文脈から，研究データの共
有・公開に関わる項目の記載が求められる。
　豪州大学の求める DMPもそうであるが，研
究助成機関の求める DMPについても，これの
作成を強いられる研究者に不評の場合が多い。
その提出が研究開始前に求められ，DMP作成
時点では記載すべき研究データに関する情報つ
いて不確定要素が大きいこと，研究助成機関に
よる DMPの活用の用途が不透明であるため，
研究者から見ると単なる事務負担が課されてい
るように見えることなどが背景にある。DMPの
導入が先行している欧州の一部の研究助成プロ
グラムでは，研究プロジェクト開始半年後およ
びプロジェクト終了時に DMPの更新を求める
ようになっているが，研究助成機関における研
究データ管理のために研究者が追加的な事務負
担が発生しているとの指摘が世界的にある。
　さて，豪州大学の求めるDMPについても，研
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究助成機関の求めるDMPについても，研究デー
タに関わる機関のガバナンスを確保するために
求められているものの，基本的には研究開始前
に求める研究データ管理「計画」であるという
点では共通している。ここで疑問として浮上す
るのは，研究開始前の「計画」で，研究データ
ガバナンスというものが確保されるのかという
点である。機関のガバナンスの担保のためには，
これから研究データをどのように取り扱うかの
「計画」ではなく，研究過程において研究データ
が実際にどのように取り扱われたかの「実績・
記録」の方が重要なのではないだろうか？
　豪州大学の求める DMPも，研究助成機関の
求める DMPも，研究活動中における DMPの
更新を求めていることから，同様の問題意識を
有していることはうかがわれる。しかし，DMP
の更新を求めていても，未来に向けて行う予定
の「計画」を記述させている以上，それらを
もって，研究データに関わるガバナンスは担保
しえない。真に研究データに関わるガバナンス
を担保したいのであれば，研究活動中の研究
データの取扱いについて「研究データ管理記録
（Data Management Record, DMR）」をとっておく
ことの方が重要である。より厳密にするのであ
れば，研究開始時に研究データ管理の方針につ
いて計画を立て，それに基づいて研究データを
管理した記録をとることが，機関における研究
データガバナンスを保つ上で適切と考えられる。
　研究データの上位概念である情報資産に関わ
る組織管理について定める情報セキュリティマ

ネジメントシステム（ISMS，規格：JIS Q 
27001（ISO/IEC 27001））では，PDCAサイクル
を回すことを ISMS推進の中核に据えている
［17］。初めに組織内の情報資産を洗い出し，リ
スクや脅威，脆弱性を特定し，それに対処する
ための方針を立て（Plan），実行し（Do），途中
でパフォーマンス評価を行い（Check），見直し
を実行する（Action）。
　ISMSは，機関の保有する全ての情報資産を
対象としている一方，研究データはその中のご
く一部ではある。しかし，国際的に確立した方
法として，このような方法が存在するのであれ
ば，研究データについても同様に考え，研究開
始時に研究データ管理の方針を立て，研究活動
中に方針に合わせて研究データを管理し，ズレ
が生じたら軌道修正をしていくというのが，組
織としての妥当な研究データの管理方法ではな
いだろうか（図 1）。
3.2	 日本の大学における研究データ管理基盤と

研究データガバナンス構築の可能性
　日本では，2013年 6月の G8科学大臣会合に
おいて，研究データのオープン化を確約する共
同声明が発せられ，それを受けるかたちで「国
際的動向を踏まえたオープンサイエンスに関す
る検討会」報告書が内閣府より 2015年 3月に
発表されてから，研究データ管理に関わる検討
がオープンサイエンスの文脈で進んでいる
［18］［19］。
　「オープンサイエンス」という用語は，「サイ
エンス 2.0」について EUが 2014年に行ったパ

図 1　研究データの管理方針と記録を利用した機関の研究データガバナンス（概念図）
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ブコメにより生まれ，2016年から EUの政策と
して本格的に開始している［20］［21］［22］。
このパブコメにおいて「サイエンス 2.0」は，
デジタル技術を通じて研究プロセスを新たな次
元に移行させようとする試みとして位置づけら
れており，主に，研究サイクル全体をオープン
化するプロセスを対象とする。論文や研究デー
タなどの学術情報のオープンアクセス化のみな
らず，研究活動自体を広く開放し，研究のアク
ターに，伝統的なアカデミアだけでなく，市民
などを含めることも想定している。加えて，研
究データが広く流通することにより可能となる
「データ集中科学」も視野に含まれている。EU
ではこれらを，1）学術論文のオープンアクセ
ス化，2）オープンな研究データ，3）オープン
な学術コミュニケーションの 3本柱に整理し，
「オープンサイエンス政策」を総合的に推進し
ている［23］。
　日本のオープンサイエンス政策では，新たな
コンセプトとして浮上した「研究データのオー
プン化」に注目が集まり，主に研究データの共
有・公開を拡大するための施策が展開されてい
る。特に，オープン化する研究データの管理・
公開場所となる「研究データ基盤」の構築には

力が入り，大学共同利用機関である国立情報学
研究所（NII）により「NII Research Data Cloud
（NII RDC）」が構築され，2021年度から国内の
大学に向けた本格的な提供が開始されている
［24］［25］（図 2）。
　NII RDCは，1）研究者が研究活動中に利用
する「研究データ管理基盤（GakuNin RDM）」，
2）研究データを公開する「研究データ公開基
盤（JAIRO Cloud）」，3）研究データを検索する
「研究データ検索基盤（CiNii Research）」からな
る。1）はオープンサイエンス政策のもとに新
たに開発されたサービスであるのに対して，2）
と 3）は学術文献（論文，書籍，博士論文等）
を公開・検索するサービスであったところに，
研究データを新たな対象として含めたサービス
である。なお，2）は大学において一般に「機
関リポジトリ」として，大学図書館により提供
されている。
　研究データ基盤は国際的に見ても，オープン
サイエンス政策の下で構築が進んでおり，EU
では「European Open Science Cloud（EOSC）」
［26］，ドイツでは「国家研究データ基盤
（Nationale Forschungsdateninfrastruktur, NFDI）」
［27］，フランスでは「Recherche Data Gouv」

図 2　NII Research Data Cloud（NII RDC）［25］
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［28］，豪州では「Research Data Australia」［29］
が構築されている。これらの研究データ基盤は
基本的に，研究データの共有・公開を主目的に
構築された基盤であり，一般的には，学術分野
に応じて展開されている。これに対して NII 
RDCは特に 1）2）において，①学術分野では
なく，大学等機関単位にサービス展開している
点と，②研究者の研究活動中の研究データ管理
をサポートしている点に特徴がある。
　NII RDCのこれら二つの特徴は，NII RDCの
国際的な優位性にもつながっている。まず①に
ついては，大学を通じて研究データ基盤が研究
者に届けられることで，全国の研究者に広く，
サービスを安定的に提供できるというメリット
がある。海外のように，学術分野単位あるいは
研究者に直接サービスを届ける仕組みである
と，研究データの共有・公開が活発な学術分野
を中心にサービスが利用されることとなり，研
究データ基盤を利用する研究者に偏りが生まれ
る。また，大学の側から見ると，大学を通じて
研究者に研究データ基盤が提供されることで，
大学における研究者の研究活動が把握しやすく
なり，機関としての研究データガバナンスを構
築・維持することがしやすくなる。
　さらに，NII RDCはクラウドサービスとして
提供されているため，専門人材等のリソースの
少ない大学においても，研究データ管理システ
ムの運用が可能である。つまり，NII RDCは，
大学におけるシステム構築に関わる省力化と，
大学間の重複努力の削減につながっているので
ある。加えて，NII RDCでは，国内の大学が大
学横断的に共通した仕組みを使うこととなるた
め，大学や研究者間のデータ連携や協働の仕組
みが実現しやすいというメリットがある。海外
においては，システムが大学ごとに開発・運用
されるため，横連携に付加的な調整が必要とな
る。また，対応が余力ある大学に限定される上，
担当者の異動や上層部の方針転換等によりサー
ビスが中断するという問題にも直面している。
　②は，研究者を研究データ基盤に惹きつける
ために有効となっている。研究者は一般に，研
究データを共有・公開するインセンティブが少

ないため，研究データを公開する基盤を提供さ
れても，それを利用という行動に起こすことに
消極的である［30］。一方，研究データ管理基
盤は研究活動中に利用する基盤となっており，
研究者から見ると，一定の保存領域を与えられ
る上，研究データを解析する機能や，自身の研
究履歴を記録する機能などが提供され，利用の
メリットがある。また，NII RDCでは，共有・
公開する研究データを，研究データ管理基盤か
ら研究データ公開基盤へ送り込みやすい仕組み
としているため，研究データ管理基盤を利用す
る研究者が自身の研究データを自然に共有・公
開するようになることが期待されている。
　5章において提案した，研究データガバナン
スを担保するための，研究データ管理の方針設
定と記録を可能とする DMRツールは，NII 
RDCの研究データ管理基盤に付帯して開発され
る予定である。研究者がNII RDCを利用する場
合，研究者の行う各種のファイル操作や機関内
手続きは研究データ管理記録（DMR）として可
能な限り自動的に記録され，かつ，機関と共有
されるため，研究者にとっては最小限の労力
で，機関の研究データガバナンスが保たれるこ
ととなる。更に，研究活動中のDMRにおいて，
研究開始時に設定される研究データ管理方針か
らのズレが検出されれば，システムから研究者
にアラートを発出され，研究データ管理の軌道
修正につながるため，機関における研究データ
ガバナンスの向上が見込まれる。
　研究データの管理方針の設定については，最
低限の事務負担が残るが，これについても，い
くつかのパターン化された方針を提示すること
で，研究者と機関の労力を可能な限り最小化す
ることが想定されている。また，大学横断的に
共通した機能が提供されるため，研究データを
管理する上で扱いが最も厄介な共同研究などに
おいても，共同研究者の所属機関がそれぞれに
NII RDCが導入されていれば，対応が容易にな
ることが想定されている。
　課題としては，DMRを半自動化するために
は，機関の既存の事務システムと DMRツール
とのシステム連携が欠かせないという点にある
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が，これについては時間をかけて，大学におけ
る事務システムごとに解決していくよりほかな
いであろう。
　このように，あらゆる場面において最善の策
をとっても，研究活動を枠にはめられることを
嫌う研究者からは引き続き抵抗が予想される。
しかし，研究データ管理は元々，研究者の義務
であり，研究者は不正を疑われた場合，嫌疑を
晴らすための証拠種類を自身で集め提出するこ
とが求められている［31］［32］。研究者が，自
身で構築した環境においてそのような対応策を
取れるかは疑わしく，機関が NII RDCとその
DMRツールを通じて研究データ管理の記録に
必要な機能を提供してくれるのは，むしろ，あ
りがたいことであると，研究者に認識を改めて
もらう必要もあるであろう。
3.3	 大学における研究データポリシーと研究デー

タガバナンスの範囲
　機関として研究データガバナンスを保つため
の研究データ管理の方針設定とその記録の利用
を前章において紹介したが，この場合，重要と
なるのは，どのような事項に関して研究データ
管理を記録するかということとなる。豪州大学
の導入する DMPでは，表 3に示したように，
豪州の研究助成機関が管理すべき項目の方向性
を提示してくれたが，日本においては，国から
そのような指針は提示されていない。国内の一
部の研究助成機関は，DMPを求めるようになっ
ているが，5章に指摘したように，研究助成機
関の求めるDMPは「研究データの共有・公開」
につながる研究データの取扱いを中心に記述す
るものとなっており，大学における研究データ
ガバナンスを保つために必要な，「研究活動中
の研究データの取扱い」に関わる項目と必ずし
も一致しない。
　第 6期科学技術・イノベーション基本計画に
おいては，「新たな研究システムの構築（オー
プンサイエンスとデータ駆動型研究等の推進）」
を一つの大きな政策目標として掲げており，こ
れを実現するために，1）2025年までに，大学
等における研究データポリシーの策定率が
100％になることと，2）2023年までに，公募型

の研究資金の新規公募分においてデータマネジ
メントプラン（DMP）及びこれと連動したメタ
データの付与を行う仕組みの導入率が 100％に
なることを数値目標として掲げている［33］。
　1）の研究データポリシーの策定について，
国立研究開発法人を対象としては，ポリシー策
定のためのガイドライン［34］が内閣府より
2018年に示され，これに基づき，ほぼ全ての国
立研究開発法人が研究データポリシーをすでに
策定している。大学については，大学の，特に
その研究機能に関わる多様性が大きいことか
ら，国からポリシー策定のためのガイドライン
が提示されることはなかった。その代わりに，
大学 ICT推進協議会が，大学における研究デー
タポリシーの策定を念頭においたガイドライン
を策定している［35］。この大学を対象とした
ガイドラインは，世界の大学の研究データポリ
シーを参考に，ポリシー策定の考え方を取りま
とめており，世界の大学における研究データポ
リシーを表 5のように類型化している。
　国内では，京都大学［36］を皮切りに，「① 
オープンサイエンスの流れに基づくポリシー」
の策定が進み，2022年 12月時点で 7大学程度
がポリシーを策定している［37］。いずれの大
学も，京都大学のポリシーを雛形として利用し
ているため，ポリシーにおいては大学の研究
データ管理・公開に関わる理念を中心にシンプ
ルに記述しており，これの実現方策については
触れていない。
　ポリシーの実現方策については大学 ICT推進
協議会からのガイドラインにおいて，「全学アク
ションプラン，部局の実施要領は別途作成する
とよい」と示されており，京都大学や，その次
にポリシーを策定した名古屋大学では実際，そ
のような文書を用意している。しかし，これら
は内部文書であり，外部には公開されていない。

表 5　世界の大学の研究データポリシーの類型

① オープンサイエンスの流れに基づくポリシー

② 大学のコンプライアンスへの対応に基づくポリシー

③ ①②の折衷案

（出典）参考文献［35］表 3.1より抜粋引用
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　京都大学や名古屋大学は，大学 ICT推進協議
会の研究データ管理に関わる議論を中心的に
リードするなど，研究データの管理・公開に向
けた取り組みが活発な大学であり，学内複数の
部署において問題意識を有するスタッフを抱え
ていため，全学アクションプランや部局の実施
要領を自前で策定し，大学における研究データ
の管理・公開を具体化することができる。これ
に対して，国内の大多数の大学はそのような恵
まれた環境になく，大学における研究データ管
理・公開の概念や位置づけの理解すらおぼつか
ない状態にある。このままでは，理念を中心に
記述された京都大学の研究データ管理・公開ポ
リシーが国内多くの大学において採用され，具
体的なアクションに結びつかないまま，日本に
おける研究データ管理に関わる取り組みは終わ
る危険性がある。
　このような問題意識から，NII RDCを全国の
大学に提供する国立情報学研究所では，同研究
所の研究データ管理・公開ポリシーにおいて，
理念だけでなく，具体的なアクションや判断基
準に踏み込んで記述をしている。また，機関に
おける研究データ管理ニーズとしては，研究
データを共有・公開すること以上に，機関のコ
ンプライアンスに対応できるような研究データ
ガバナンスが構築されることのニーズの方が大
きいことから，表 5における，オープンサイエ
ンスおよび機関のコンプライアンスへの対応の
両側面を合わせもつ「③折衷案型」のポリシー
が策定されつつある。この国立情報学研究所の
研究データ管理・公開ポリシーは，その前に作
成された「高等教育機関の情報セキュリティ対
策のためのサンプル規程集」と同様，全国の大
学，特に中小の大学において利用されることを
念頭に，策定されている［39］。
　話を元に戻すと，国立情報学研究所の策定し
ようとしている研究データ管理・公開ポリシー
は，機関の研究データガバナンスを構築・維持
しようとするものとしてデザインされており，
研究者が研究活動において利用した研究データ
と，その管理方針と記録（DMR）をセットで
利用することで，機関の研究データガバナンス

を保とうとしている。ここで機関の研究データ
ガバナンスとは，研究者の行う研究データ管理
を機関としても把握・管理し，説明責任等機関
のコンプライアンスに対応できる状態にしてい
ることを指す。
　機関のコンプライアンスに対応するためには，
研究者の研究履歴を保存し研究不正に対応する
ことも含まれるが，それ以上に，研究データに
係る権利関係の適切な扱いや公的資金を得た研
究成果の適切な管理，研究資産の適切な保存・
管理が中心となる。このため，国立情報学研究
所を策定しようとしている研究データ管理・公
開ポリシーは機関の研究データガバナンスの範
囲として，大学 ICT推進協議会のガイドライン
に整理された「研究データポリシー策定の背景」
（参考文献［35］表 4. 3）と，豪州研究助成機関
が示した表 3の観点を参考に，表 6に示す 6つ
の観点を利用することを想定している。
　このような考え方から，表6に挙げた観点は，
日本の大学における研究データガバナンスの基
礎となり得るのではないか。

4.	 結び―大学における研究データガバナンス
は研究セキュリティにつながるか？

　研究者による自身の外国との関わりの自己申
告と，この申告内容を基とした機関によるリス
ク管理では，研究の国際化やオープン化に伴う
新たなリスクには対応できないのではないかと
いう問題意識から，「研究データ」という研究

表 6 国立情報学研究所 研究データ管理・公開ポリ
シーにおける研究データガバナンスの範囲（案）

① 研究データのセキュアな管理と保存
②  研究データと関連情報の保護 
（機密情報，個人情報，安全保障貿易管理対象技術等）
③  研究データに関わる権利関係等の明確化と保護 
（データ寄託者，生成者，加工・解析者，外部利用
者等間の権利関係）

④  研究課題内の研究データに関わる帰属と権限の適
正管理・運用

⑤  研究公正・研究再現性のための研究履歴の管理・
保存

⑥ 研究成果等の長期保存と共有・公開

（出典）参考文献［38］より抜粋引用
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資産の管理・保護による研究セキュリティの可
能性について，2–3章において検討を行った。
とりわけ，サイバー攻撃に遭い，大学の研究
データガバナンスを研究者による大学提供のス
トレージの利用と学内 DMPの入力に求めた豪
州大学の事例に着想を得て，①国内全国大学に
提供されるNII RDCと，②その基盤における研
究データ管理の方針設定とその記録を利用した
機関としての研究データガバナンスの構築・維
持を提案した。この NII RDCを利用した研究
データガバナンスの構築・維持の方式は，全国
展開可能というスケールメリットだけでなく，
研究者間・大学間の研究連携や研究データの他
機関への移動の容易性といった利点があり，他
国には追随を許さないほどの優位性がある。
　研究セキュリティの確保という観点では，次
の 3点が可能となることから，一定の有効性が
あると考えられる。NII RDCとその DMRツー
ルを利用する大学には，1）自機関研究者が研
究利用する研究データとその取扱いの常時把
握，2）外部からの不正アクセスの感知と防御，
3）仮に情報流出があった場合の，誰により，
どのようなファイル操作があったか等の情報流
出被害に関わる調査が，DMRに自動記録され
る証跡情報等から可能となる。また，DMRに
当該研究プロジェクトに関わった研究メンバー
や外部の研究データ寄託者・利用者，その他関
係者が記録されていることから，研究者の外国
との関わりに起因する研究インテグリティの問
題の場合は，調査範囲を絞りやすくなると考え
られる。
　このように，NII RDCと DMRの利用には一
定の有効性は期待されるものの，情報流出先の
相手が研究プロジェクトメンバーの一員である
場合は，研究データに関わる如何なるファイル
操作も正常な操作とシステムに認識されてしま
うため，この方法も 100％完璧とは言えない。
しかし少なくとも，なんらか別の理由により疑
わしい人物が浮上した場合に，情報流出等の事
実があったかの調査をするための基礎資料は，
DMRにより確保されていることになる。その
意味では，研究インテグリティ確保のために国

から要請されている「研究者の外国との関わり
の調査と機関によるリスク管理」と本稿で提案
する「NII RDCの利用と，研究者の研究データ
管理記録の機関との共有」をセットにすると，
より強固な対策が可能になるとも考えられる。
今日の情報が口伝えではなく，デジタルコンテ
ンツとして共有・伝搬されることを考えたら，
研究者の外国との関係性だけでなく，情報を表
現するデジタルコンテンツの所在把握とその変
遷の記録を研究インテグリティ確保に利用する
のは，合理的な考え方といえる。
　最後に一点，留意事項を付け足すとしたら，
研究者の研究データの取扱いに関わる研究デー
タ管理記録（DMR）は一義的には機関の研究
データガバナンスを担保するため，つまり，機
関の説明責任を念頭に，機関の研究者を中心と
する関係者の研究データ管理の記録をとってい
るため，必ずしも機関の外にいる犯人捜しに適
してはいないということである。しかし，機関
の外部者に関わるあらゆる可能性を想定して情
報収集や記録を取ることはは現実的ではなく，
また，研究データの管理負担がかかり過ぎるこ
とにより，研究者の研究活動が抑制されること
の悪影響も考慮に入れなければいけない。この
ため，研究インテグリティに最適化した対応策
を検討する場合も，検討するリスクの発生確率
と，リスク発生した場合の事態の深刻さを念頭
に，適度なリスク管理のバランスを検討する必
要がある。
　研究不正における研究データとその管理記録
の位置づけについて論じる小林信一氏の 2016
年の論文「研究不正と研究データガバナンス」
の最後にあるように，「研究データや研究ノー
トは本来，研究不正の汚名をすすぐために記
録・保管するものではなく，研究を促進するた
めのもの」である［40］。DMRを機関の研究
データガバナンスのために記録・管理する場合
も，研究者にも恩恵のあるものとして設計する
必要がある。そのためには例えば，せめて，研
究者の事務手続き面も含む研究データ管理負担
を軽減するものとすることや，研究者が自身の
研究履歴を確認し，自身の未来の研究を構想で
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きるものとして DMRツールを設計することが
考えられる。

参考文献

［1］ 統合イノベーション戦略推進会議決定，研究活動の

国際化，オープン化に伴う新たなリスクに対する研

究インテグリティの確保に係る対応方針について

（2021）．

［2］ PwCあらた有限責任監査法人，研究インテグリティ

に係る調査・分析報告書（2021）．

［3］ 国立研究開発法人科学技術振興機構研究開発戦略セ

ンター，オープン化，国際化する研究におけるイン

テグリティ，CRDS-FY2020-RR-04 （2020）．

［4］ 文部科学省・内閣府，研究者向け 研究の国際化，

オープン化に伴う新たなリスクに対するチェックリ

スト（雛形）．https://www.mext.go.jp/content/20211217-

mxt_kagkoku-000019002_1.pdf（令和 3年 12月 17日

版）．

［5］ 経済産業省，外国ユーザーリスト（2021）, https://

www.meti.go.jp/press/2021/09/20210917001/202109170

01.html （Last accessed 2022.11.26）．

［6］ 国立研究開発法人科学技術振興機構研究開発戦略セ

ンター，オープン化，国際化する研究におけるイン

テグリティ2022－我が国研究コミュニティにおける

取組の充実に向けて－（—The Beyond Disciplines 

Collection—），CRDS-FY2022-RR-01 （2022）．

［7］ 村松哲行，オープン化，国際化する研究におけるイ

ンテグリティ 2022―我が国研究コミュニティにおけ

る取組の充実に向けて―，JST/CRDS-OECD合同

ワークショップ「研究インテグリティと研究セキュ

リティ」 （2022年 6月 28日）, https://www.jst.go.jp/crds/

s y m p o /20220628 / i n d e x . h t m l （L a s t a c c e s s e d 

2022.11.26）．

［8］ Webber Insurance Services, The Complete List if Data 

Breaches in Australia for 2018-2022, https://www.

webberinsurance.com.au/data-breaches-list （Last 

accessed 2022.11.26）．

［9］ University Foreign Interference Taskforce, Guidelines 

to Counter Foreign Interference in the Australian 

University Sector, created （2019）, modified （2021）．

［10］ Up Guard, 11 Biggest Data Breaches in Australia

（Includes 2022 Attacks）, https://www.upguard.com/

blog/biggest-data-breaches-australia （Last accessed 

2022.11.26）．

［11］ Financial Review, Blame Falls on China after Data 

Trove Stolen in ANU Cyber Attack （2019.6.4）, 

https://www.afr.com/policy/foreign-affairs/confiden-

tial-data-trove-stolen-in-anu-cyber-attack-20190604-

p51ua8 （Last accessed 2022.11.26）．

［12］ Australian National University, Data Breach, https://

www.anu.edu.au/news/all-news/data-breach （Last 

accessed 2022.11.26）．

［13］ University of Technology Sydney, Research Data 

Management Plan Tool "Stash", https://www.lib.uts.

edu.au/services/services-for-researchers/manage-your-

information-and-data （Last accessed 2022.11.26）．

［14］ National Health and Medical Research Council, the Aus-

tralian Research Council and Universities Australia, 

Australian Code for the Responsible Conduct of 

Research 2018, https://www.nhmrc.gov.au/about-us/

publications/australian-code-responsible-conduct-

research-2018 （Last accessed 2022.11.26）．

［15］ DMPonline, https://dmponline.dcc.ac.uk/ （Last accessed 

2022.11.26）．

［16］ DMPTool , https:/ /dmptool.org/ （Last accessed 

2022.11.26）．

［17］ 日本情報経済社会推進協会，ITサービスマネジメン

トシステム適合性評価制度の概要（JIS Q 20000：

2012（ISO/IEC 20000：2011） 対応版），文書番号：

JIP-ITSMS010-2.4, https://isms.jp/doc/JIP-ITSMS010-24.

pdf.

［18］ G8 Science Ministers Statement: London UK, 12 

June 2013, https://assets.publishing.service.gov.uk/gov-

ernment/uploads/system/uploads/attachment_data/

file/206801/G8_Science_Meeting_Statement_12_

June_2013.pdf.

［19］ 国際的動向を踏まえたオープンサイエンスに関する

検討会，我が国におけるオープンサイエンス推進の

あり方について～ サイエンスの新たな飛躍の時代の

幕開け～（2015）．

［20］ European Commission, Background Document on 

"Public Consultation 'Science 2.0': Science in 

Transition" （2014）, https://www.researchgate.net/publi-

cation/265058569_Science_in_Transition_Background_



研究　技術　計画　 Vol. 38,   No. 1,   2023

 — 99 —

paper_to_an_online_Consultation_by_the_European_

CommissionDG_RTDDG_CNECT.

［21］ European Commission, Open Innovation, Open Sci-

ence, Open to the World—A Vision for Europe 

（2016）．

［22］ European Commission, Amsterdam Call for Action 

on Open Science （2016）．

［23］ European Commission, Open Science Monitor, https://

research-and-innovation.ec.europa.eu/strategy/strat-

egy-2020-2024/our-digital-future/open-science/open-sci-

ence-monitor_en.

［24］ 内閣府 研究データ基盤整備と国際展開ワーキング・

グループ，研究データ基盤整備と国際展開ワーキン

グ・グループ報告書―研究データ基盤整備と国際展

開に関する戦略（2019）．

［25］ 国立情報学研究所オープンサイエンス基盤研究セン

ター，NII研究データ基盤（NII Research Data 

Cloud）の概要，https://rcos.nii.ac.jp/service/.

［26］ EOSC Portal, https://eosc-portal.eu/.

［27］ Nationale Forschungsdateninfrastruktur, NFDI, 

https://www.nfdi.de/.

［28］ Recherche Data Gouv, https://recherche.data.gouv.fr/fr.

［29］ Research Data Australia, https://ardc.edu.au/services/

research-data-australia/.

［30］ 池内有為，林和弘，研究データの公開と論文のオー

プンアクセスに関する実態調査 2020－オープンサイ

エンスとデータ駆動型研究の推進に向けた課題－，

STI Horizon, 7（4）, 38–43 （2021）, https://www.nistep.

go.jp/wp/wp-content/uploads/NISTEP-STIH7-4-00277.pdf.

［31］ 文部科学省，研究活動における不正行為への対応等

に関するガイドライン（平成 26年 8月 26日文部科

学大臣決定） （2014）．

［32］ 日本学術会議，回答科学研究における健全性の向上

について（2015）．

［33］ 内閣府，第 6期科学技術・イノベーション基本計画

（2021）．

［34］ 内閣府，国立研究開発法人におけるデータポリシー

策定のためのガイドライン（2018）．

［35］ 大学 ICT推進協議会，大学における研究データポリ

シー策定のためのガイドライン（2021）．

［36］ 京都大学，京都大学研究データ管理・公開ポリシー，

研究者情報整備委員会承認（2020年 3月 19日），

https://www.kyoto-u.ac.jp/ja/research/research-policy/

kanrikoukai.

［37］ AXIES-JPCOAR 研究データ連絡会，国内大学の研究

データポリシー（一覧），https://sites.google.com/view/

axies-jpcoar/project/%E5%9B%BD%E5%86%85%E5%

A4%A7%E5%AD%A6%E3%81%AE%E7%A0%94%E

7%A9%B6%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF%

E3%83%9D%E3%83%AA%E3%82%B7%E3%83%BC

%E4%B8%80%E8%A6%A7?authuser=0.

［38］ 船守美穂，大学における研究データガバナンス構築

に向けた研究データポリシー策定―アクショナブル

なポリシーを策定する，研究データ管理（RDM）説

明会 2022 in 大阪～研究データポリシーと研究デー

タ基盤の活用について～（2022年12月7日），https://

rcos.nii.ac.jp/RDM20221207/.

［39］ 国立情報学研究所 学術情報ネットワーク運営・連携

本部 高等教育機関における情報セキュリティポリ

シー推進部会，高等教育機関の情報セキュリティ対

策のためのサンプル規程集（2019年度版増補 2） 

（2021）, https://www.nii.ac.jp/service/upload/sp-sample-

2019e2.pdf.

［40］ 小林信一，研究不正と研究データガバナンス，情報

の科学と技術，66（3）, 103–108 （2016）．



 — 111 —

研究　技術　計画　 Vol. 38,   No. 1,   2023

Research Integrity and Research Data Governance

Miho FUNAMORI

In recent years, due to concerns about unfair foreign 
influence on academic research activities, risk management 
based on reporting on researchers’ relationships with 
foreign countries has been introduced worldwide. However, 
as this method does not involve direct evidence of 
inappropriate foreign influence, such as technology 
leakage, it cannot be regarded as sufficiently effective.

This article proposes a method for establishing 
research data governance at universities using the 
research data management record (DMR) on the 

research data infrastructure (NII Research Data Cloud, 
NII RDC) provided to Japanese universities nationwide. 
The DMRs provided by the researchers, partly manually 
and partly automatically through the system, will enable 
the institution to be accountable and compliant for their 
researchers’ research activities. On the other hand, as 
restricting researchers’ research activities through the 
strengthening of institutional management should be 
avoided, DMRs should be designed to help shape 
researchers’ future research.

Research Integrity  
— Understanding and misunderstanding  

between universities and society

Shinichi KOBAYASHI

This paper aims to examine the formation of the 
concept of research integrity and its impact on the 
openness of universities to society.

Research integrity appeared in an ambiguous form. 
Previously, it was discussed in relation to geopolitics.

The opening up of university research brings a new 
landscape in which society uses the research capabilities 
of universities. University research can be intervened by 
certain media and politicians who ignore university and 
scientific norms. The academic community does not 

fully understand these realities. On the other hand, those 
who intend to intervene in university research 
overestimate the university’s capabilities. There is a 
mixture of understanding and misunderstanding between 
universities and society.

Ultimately, research integrity changes the 
relationship between universities and society. We need 
new theories of the university and the relationship 
between the university and society.

Article

Analysis of the Effectiveness of Adopting  
Future Design on New Business Proposals 
from the Perspective of Future Generations:  

A case study of a company

Tomohiro HOSOMI, Genki KONDO, Kazuhito WAKAMOTO,  
Keishiro HARA and Tetsusei KURASHIKI

Creating new businesses while adopting to changes 
in the social environment is an important issue for the 
growth of corporates. However, because long-term 
future predictions entail high uncertainty, design of new 
businesses and relevant decision-making tend to be 
short-term as well as short-sighted. In this study, we 
examined the effectiveness of incorporating Future 
Design into participatory discussions in a company to 
propose new businesses for the year 2040. Specifically, 
we introduced imaginary future generations (IFGs) in 
participatory discussion and confirmed that the approach 
helped overcome the short-sightedness, improve the 

ideas that would make contributions to society, create 
ideas that were defined neither by practicality nor cost 
and focus on customers and key partners. Further, IFGs’ 
proposals broadened the range of stakeholders involved 
in comparison with the case of current generation. 
Proposals of IFGs were evaluated by executives of the 
company as having more cautious views about the 
future, long-term benefits, high potentials of business 
growth, and high impact on industry. These results 
suggest the effectiveness and impacts of adopting Future 
Design for supporting to create new and sustainable 
businesses.




